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要旨 

本研究班では，計画相談支援を利用した精神障害者における①障害福祉サービスの利用状

況ならびにアウトカム(精神科病院への入院日数等)状況の把握、②アウトカムの良好群/不良群

間のサービス提供状況や地域環境要因の差を検討し、精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築に向けた障害福祉サービス等の活用についてエビデンスに基づいた提言を行お

うとするものである。 

 

研究結果の概要： 

【令和元年度】令和元年度については研究デザインを検討した。①サンプルサイズの検討：福

祉サービス利用あり群/なし群において入院日数状況に差がある状況を、統計的検出力 0.8 で

把握できるサンプル数を各群 100（合計 200）とした。また②必要な調査項目を明らかにするた

め、山口らを中心として先行研究を検討し、調査に必要なテストバッテリーを構築した。また田村

を中心として計画相談に関する文献レビューを行った。 

 

【令和 2 年度】 

令和 2 年度には障害者総合支援法の計画相談支援利用者（精神障害）に対する振り返りに

よる研究を行った（1 次調査）。 

１）相談支援事業者に対する 1 次調査 

①対象者の基礎属性やサービス利用等に関する平均像の描写および、併せて②『計画相談利

用中の 2 年間の精神科病院への入院日数が 9 週間以上』の予後不良群となる要因についての

検討を行うため調査を実施した。対象者の平均像を描写する中で、サービス等利用計画の作成

者は、契約前 2 年間と比較して、契約後の精神科入院週数が有意に減少していることが明らか

になった。また、対象者を 4 層に分けて分析した結果、基準の入院を抑制する説明変数として

「社会参加系サービスの利用量」「外来受診時の同行」、促進する可能性がある説明変数として

「サービス等利用計画作成導入時会議での医療機関スタッフの同席」などが影響を与えている
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可能性が示唆された。 

【令和 3 年度】 

 令和 3 年度には令和 2 年度に行った計画相談支援の利用者の 1 次調査対象者について、支

援のプロセスをより詳細に把握する 2 次調査を行った。 

１）相談支援事業者に対する 2 次調査 

1 次調査のうち一定の基準でケアマネジメントを必要とする利用者に統一するため、ICMSS 得

点（Intensive Case Management Screening Sheet）で 1 点以上の利用者のみを抽出した。2021 年

10 月〜2022 年 1 月に調査を行い、対象利用者票：150 件,事業所調査票：43 件 を回収した。 

対象者のアウトカムに対するロジスティック回帰分析の結果、アウトカム「2 年間で 9 週間以上

の入院」においては「外来の連携体制」が、発生を抑制する可能性が示唆された。またアウトカ

ム「非自発的入院の発生」においても「外来の連携体制」が、発生を抑制する傾向が示唆され

た。さらにアウトカム「相談支援事業者側からみた非計画的入院」についても、「外来の連携体

制」が発生を抑制する可能性が示唆された。他方で「導入時の連携体制」や「導入時の医療スタ

ッフとのケア会議」などは入院・非自発的入院・計画された入院を増加させる傾向にあることが示

唆された。 

２）地域環境データを利用した地域特性とアウトカムの関連の検討 

本分担研究では研究計画 2-3 年度において、別途公開されている ReMHRAD のデータを用

いてアウトカムに対する地域環境の影響についての解析を行った。その結果、投入した地域の

社会資源等の環境変数はアウトカムに影響していないことが明らかになった。 

３）相談支援事業所の支援における医療機関連携と関連要因 

上記 2 次調査のデータを利用し、利用者に対して計画相談を実施している相談支援事業者

およびスタッフについて、入院アウトカムと関連していた「医療機関との連携」に影響する要因を

把握した。結果、各職能団体主催の研修や職場主催の研修が外来時の連携回数について正

の関連を示したのに対して、相談支援従事者現任者研修が連携回数と負の関連を示した。入

院に関するアウトカムに影響を及ぼしていた外来連携についての促進を図ることは重要な要素

だと考えられるが、精神障害者ケアや他機関連携を促す研修内容の再検討と阻害となる内容の

特定は今後の大きな課題として提示された。 

４）非自発的入院の防止に向けた相談支援専門員と精神科医療スタッフの連携のあり方に関す

るインタビュー調査 

本研究結果に関して、一定の経験のある相談支援専門員にフィードバックを行うとともに、半

構造化グループインタビューを行い、本研究結果に関する解釈や、計画相談支援とくに精神科

医療機関との連携の在り方について解釈を行うことした。結果、「入院＝ネガティブな事象では

必ずしもないが、入院を前提としないこと・本人の意思を尊重した入院を重視することが重要で

あること」「入院時から外来連携まで含めた医療機関のスタッフとの関係構築の重要性」「研修機

会の提供と人材育成」が重要であることが語られた。 

 

【結論】本研究では、計画相談支援のアウトカムを入院関連の指標に置いた場合には、①外来

連携体制の充実が良好な予後に影響している可能性が示唆されており、臨床面・行政面ともに

日頃の外来連携を意識・強化する重要性を示唆するとともに、②導入時連携については「入院

の適切な利用なのか」「バックベッドに依存した地域ケアなのか」という連携がもたらす 2 面性を

意識しながら支援を行う必要が示された。 

A.研究の背景と目的 

障害者総合支援法(旧自立支援法)では計

画相談支援の枠組みが導入され、精神障害

者もそのサービス対象となり、ケアマネジ
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メントおよび障害福祉サービス利用支援の

枠組みが導入されている。我が国では介護

保険制度が先行しているが、源流としては

アメリカ合衆国やイギリスでの精神科病院

の脱施設化後の地域ケアの仕組みとして導

入されたものである。これらは精神科病院

を退院後の利用者の回転ドア現象やホーム

レス化を防ぐために開発されていったが、

特に重い精神障害者についてはサービス仲

介のみを行うタイプのケアマネジメントで

は不十分であり、アウトリーチを含む集中

的・包括的ケアマネジメント等が発展して

いったという経緯がある。現在、集中的・

包括的なケアマネジメントについては、居

住の安定性や精神科サービスの利用安定

性、地域滞在日数増加などについて有効で

あることがシステマティックレビューで確

認されている(Dieterich ら,2017)。 

しかし我が国の研究では、計画相談支援

の実態調査(日本相談支援専門員協

会,2014)等があるが、実際にいかなる効果

があるのかは明らかになっていない。大島

らの研究(大島ら,2004)では、ケアマネジ

ント実施下においてニーズオリエンテッド

な支援をした場合によりQOLとサービス満

足度が高いことを明らかにしているが、本

研究は障害者総合支援法以前の研究であ

る。申請者が分担研究者であった坂 

本ら(吉田・坂本,2008)の厚生労働科学研

究についても精神障害者ケアガイドライン

に基づいたフィデリティ尺度で得点が高い

方が、アウトカムが高いことが示唆されて

いるが、同じく総合支援法以前の研究であ

る。すなわち現行制度下で計画相談による

ケアマネジメント利用者にどのような影響

がもたらされているか、またいかなる対象

者によりよいアウトカムが発生しているか

は明確になっていない。 

そこで本研究では計画相談支援により障

害福祉サービスを利用した精神障害者が、

①実際にいかなる障害福祉サービスを利用

しその結果どのようなアウトカム(精神科

病院への入院日数等)の状況にあるか、②

よいアウトカムを出している利用者と困難

な事例の間にはサービス提供状況や地域環

境要因にいかなる違いがあるかを検討し、

精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ムの構築に向けた障害福祉サービス等の活

用についてエビデンスに基づいた提言を行

おうとするものである(図1)。 

 

B.方法 

 以下に各年度毎の研究の概要を記す。 

1)令和元年度の実施研究 

令和元年度については研究計画上、令和

2 年度における調査を実施するための調査

体制作りの年であり、以下の研究を行った。 

(1)地域環境データを利用した地域特性と

アウトカムの関連の検討(分担研究者：立森

久照) 

本分担研究では研究計画 2-3 年度におい

て、別途公開されている ReMHRAD のデー

タを用いてアウトカムに対する地域環境の

影響を検討する。本年度は本研究の基盤と

なる調査設計の上で、サンプルサイズに関

する検討を行うこととした。 

(2)評価尺度及び障害福祉サービス利用状

況に関する分析(分担研究者：山口創生) 

本分担研究では令和 2 年度から行われる

本調査について、障害福井サービスの利用

状況に関する分析を行う。本年度はそれら

を明らかにするため、先行研究を参照し、必

要な調査項目を検討することを目的とした。 

(3)計画相談支援における相談支援専門員

の役割と課題(分担研究者：田村綾子) 

 本研究では、研究計画から得られる結果

を考察するために、計画相談支援における

相談支援専門員の役割と課題について文献

的検討を行うことを目的とした。 
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(4)研究デザインの検討と調査体制の構築 

 上記の研究結果を踏まえて、令和 2 年度

の研究デザインを構築した。 

 

2) 令和 2 年度の実施研究 

令和 2 年度には障害者総合支援法の計画

相談支援利用者(精神障害)に対する振り返

りによる研究を行った(1 次調査)。 

(1)相談支援事業者に対する 1 次調査(研究

代表者：吉田光爾)： 

本研究では①対象者の基礎属性やサービ

ス利用等に関する平均像の描写および、併

せて②『計画相談利用中の 2 年間の精神科

病院への入院日数が 9 週間以上』の予後不

良群となる要因についての試験的な検討を

行うため調査を実施した。2020 年度 12 月

より全国の相談支援事業所合計 968 か所を

対象に調査を行い、そのうち 812 事業所(事

業所の廃止等や対象者が存在しないなど

155 事業所が除外)が対象となり、39 都道府

県の 94 事業所から回答を得た (回収率 

11.0％)。回答利用者数 462 名のうち、18 歳

〜64 歳の利用者 409 名を対象とした。 

(2)地域環境データを利用した地域特性と

アウトカムの関連の検討(分担研究者：立森

照久)： 

本分担研究では研究計画 2-3 年度におい

て、別途公開されている ReMHRAD のデー

タを用いてアウトカムに対する地域環境の

影響についての解析方針を検討した。 

(3)相談支援事業所の支援に関するプロセ

ス調査の項目開発(分担研究者：山口創生)： 

支援プロセスに関する調査項目を精査し、

調査ツールを整備することである。研究班

内でのミーティングや先行研究のレビュー

などを通して、調査ツールを開発した。 

(4)相談支援事業の役割に関する検討 ～

計画相談支援における再入院防止のための

工夫～(分担研究者：田村綾子)： 

2 次調査にむけて、相談支援事業におけ

る支援の中で焦点化すべき支援内容を検討

するため、相談支援事業所において計画相

談支援に従事する相談支援専門員による

「精神障害者の再入院防止のための工夫」

について探索することを目的として、相談

支援専門員を対象としたフォーカスグルー

プインタビューを実施した。 

 

3) 令和 3 年度の実施研究 

 令和 3年度には令和 2年度に行った計画

相談支援の利用者の 1次調査対象者につい

て、支援のプロセスをより詳細に把握する

2次調査を行った。 

 

(1)相談支援事業者に対する支援プロセス

に関する 2次調査(研究代表者：吉田光爾)： 

研究代表者である吉田は令和元年度に構

築された研究計画および令和2年度の1次調

査をもとに、全国の相談支援事業者を対象

に、障害者総合支援法の計画相談支援利用

者(精神障害)に対する振り返りによる研究

の2次調査を行った。 

2 次調査の目的は①対象者に対する計画

相談支援(サービス等利用計画)における支

援プロセスの描写および、併せて②『計画相

談利用中の 2 年間の精神科病院への入院日

数が 9 週間以上』等の入院アウトカムの予

後不良群/予後良好群となる要因について

の検討を行うことである。 

1 次調査のうち一定の基準でケアマネジ

メントを必要とする利用者に統一するた

め、ICMSS 得点(Intensive Case 

Management Screening Sheet)で 1 点以上

の利用者のみを抽出した。その結果、対象

となる利用者は上記 1次調査 409 人に対し

て 213 人、対象となる事業は 52 事業所と

なった。 

当該の利用者を担当していた相談支援専

門員による調査票調査を行った。なお調査

は①利用者本人および本人に提供された支
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援に関する対象利用者調査票、②担当した

相談支援専門員の基礎情報を尋ねる相談支

援専門員調査票、③当該事業所の基礎情報

を尋ねる事業所調査票、の 3 つからなる。 

2021 年 10 月〜2022 年 1 月に調査を行い、回

収を行った。回収率は各調査票ごとに、①対

象利用者票：150 件 (回収率 70.4%：総数 213

件)、②相談支援専門員調査票：60 件 (1 事業

所平均 1.6 件)、③事業所調査票：43 件 (回

収率 82.7％：総数 52 事業所)であった。 

 

(2)地域環境データを利用した地域特性と

アウトカムの関連の検討(分担研究者：立森

照久)： 

本分担研究では研究計画 2-3 年度におい

て、別途公開されている ReMHRAD のデータ

を用いてアウトカムに対する地域環境の影

響についての解析を行った。 

 

(3)相談支援事業所およびスタッフにおけ

る医療機関との連携に関する要因調査(分

担研究者：山口創生)： 

上記 2次調査のデータを利用し、利用者

に対して計画相談を実施している相談支援

事業者およびスタッフについて、入院アウ

トカムと関連していた「医療機関との連

携」に影響する要因を把握した。 

 

(4)相談支援専門員からのフィードバック

に関する調査(分担研究者：田村綾子)： 

本研究結果に関して、一定の経験のある相

談支援専門員にフィードバックを行うとと

もに、半構造化グループインタビューを行

い、本研究結果に関する解釈や、計画相談

支援とくに精神科医療機関との連携の在り

方について解釈を行うことした。 

 

C.結果 

各年度の研究結果を以下に述べる。 

1)令和元年度の研究結果 

令和元年度については研究計画上、令和

2年度における調査を実施するための調査

体制作りの年度であった。 

(1)地域環境データを利用した地域特性と

アウトカムの関連の検討 

まず研究デザインを厳密なものにするた

め、吉田・立森・山口によるワーキンググ

ループを定期的に開催し、①過去の研究か

ら必要サンプルサイズを計算することに着

手した。立森らを中心とした検討により、

福祉サービス利用あり群/なし群において

入院日数状況に差がある状況を、統計的検

出力 0.8 で把握できる必要サンプルサイズ

数を、およそ各群 100(合計 200)であると

判明した。 

(2)評価尺度及び障害福祉サービス利用状

況に関する分析 

研究班内でのミーティング等を通して、

調査項目は基礎情報やケアニーズ、入院履

歴(アウトカム)、障害福祉サービスの利用

状況とした。基礎情報や入院履歴の一部

は、精神科入院患者を対象とした他の調査

で使用されている項目と同様の内容とし

た。また、ケアニーズや障害福祉サービス

の利用状況については、すでに開発されて

いる構造的な調査ツール(ケースマネジメ

ント導入基準シートや日本版クライエント

サービス受給票)を用いることとした。 

(3)計画相談支援における相談支援専門員

の役割と課題 

田村による文献検討からは、相談支援事

業所が継続サービス支援やモニタリングにお

けるニーズ把握と計画変更を含む利用支援、

社会資源の把握や支援チームの調整及びサー

ビス管理責任者等の関係者との連携などが求

められることと、一方で、力不足や業務を兼

任し多忙なために十分な時間をかけたかかわ

りができないなどの課題があることが分かっ

た。 
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(4)研究デザインの検討と調査体制の構築 

相談支援事業所の計画相談利用実績につ

いての研究協力事業所聞き取り調査から、

年間のサービス等利用計画契約の平均件数

(約 45 例)、2年間での精神科病院への入

院日数 100 日以上の割合(5.8%)であること

が判明した。この結果と分担研究 1)およ

び分担研究 2)の成果をもとに本研究のデ

ザインを検討し、再設計した。 

【事業所の選定】日本相談支援専門員協

会の協力を得、精神科病院との連携が密な

事業所 60 か所に協力を依頼する。(その

後、評価委員会の意見を反映して 90 か所

程度に増やすことを検討する) 

また『障害福祉サービス等情報検索』を

活用し、人口比をもとに相談支援事業所を

450 か所を無作為に抽出する。なお人口が

最も少ない島根県を 2ヶ所抽出とし、人口

比をもとに各都道府県に抽出数を割り当て

る。(その後、評価委員会の意見を反映し

て 90 か所程度に増やすことを検討する) 

【対象者の選定】当該事業所において

(1)2017 年度にサービス等利用計画作成を

契約し 2年以上経過した、(2)65 歳未満の

精神障害の利用者につき、悉皆でスタッフ

による調査票調査(Web 上)を行う。 

【調査内容】調査時点およびサービス開始

時点(2 年前)について、基礎属性、アウト

カム(過去 1年間の地域滞在日数・入院回

数・社会機能)、サービス利用状況調査(障

害福祉サービス等利用状況医療との連携状

況)などの情報を調査する。 

令和 2年度は対象者のアウトカムの平均

像を描写し、併せて『計画相談利用中の 2

年間の精神科病院への入院日数が 100 日以

上』の予後不良群を抽出する。予後不良群

とサービス開始時点の基礎属性の状態が同

じだが予後が上記に非該当となる群(予後

良好群)を抽出し、他の要因を比較するこ

ととした。 

さらに令和 3年度は予後不良/良好群に

ついて計画相談サービス提供状況の追加調

査を行う。さらに研究代表者が別途、厚生

労働行政推進調査事業費補助金(障害者政

策総合研究事業)で開発している

ReMHRAD(地域精神保健福祉医療資源データ

ベース)内の地域環境変数を投入し、予後

に影響する要因を明らかにすることとし

た。 

 

2)令和 2 年度の研究結果 

(1)相談支援事業者に対する 1 次調査① 

対象者の基礎属性やサービス利用等に関す

る平均像の描写については以下の通りであ

った。 

①利用者の基礎属性について 

利用者は平均年齢 43.3 歳で男女で利

用者数・年齢に差はなかった。家族と同

居が 211 人(51.6％)であったが、重要な

家族構成員に支援を要する困難な問題を

抱えている人も 124 人(30.5%)おり、家

族を含めた支援の必要性が示唆されてい

る。統合失調症圏(ICD−10：F2)は 219 人

(53.6％)であった。 

②医療機関との連携について 

計画相談支援の導入時に医療機関のス

タッフがケア会議に同席したのは 151 人

(36.9％)で、サービス等利用計画の内容

を医療機関も知っていたのは 154 人

(37.7％)など、すべての項目で 50％を

超えたものはなく、医療機関との連携が

進んでいない現状が明らかになった。 

③入院の状況について 

支援導入前 2年間に入院があった方は

135 人(33.0％)で 54 人(13.2%)の方が 1

年以上入院をしており、うち 40 人が 2

年間入院をしていたが、導入後 1年を超

えたのは 15 人(3.7%)であった。総入院

回数は導入前 163 回、導入後 147 回と大

きく減ってはいないが、1人あたりの入
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院期間平均は 15.2 週から 5.8 週と減少

しており、長期入院が抑制されている状

況が示された。 

④サービスの利用状況 

計画相談支援導入後に総合支援法に基

づくサービスの多くで利用を増やしてい

るが、特に居宅介護・自立訓練・就労継

続支援Ｂ型事業所の利用や、グループホ

ームの入居が増加し、医療に関わる支援

では訪問看護が増加している(p<.000)。

1 人あたりのサービス利用数・総量も増

加しており、サービスの利用を促進して

いる。 

⑤ケア必要度 

本人の希望、支援者が必要と考えたも

のともに、「自分なりの社会的役割をも

つ」が最も多く、実際の計画にも

47.2％の人に目標として設定されてい

た。ケア必要度を契約時と 2年後を比較

したところ、ケア必要度が低下している

ことが示された。 

 

(2)相談支援事業者に対する 1 次調査② 

報告①で記述した方法で抽出された 812

の相談支援事業所を対象都市(事業所の廃

止等や対象者が存在しないなど 155 事業所

が除外)が、39 都道府県の 94 事業所から

回答を得た(回収率 11.0％)。回答利用者

数 462 名のうち、18 歳〜64 歳の利用者

409 名を対象とした。 

「9週間以上の精神科医療機関への入

院」を基準として、これをアウトカム(目

的変数)としたロジスティック回帰分析(変

数増加法 Wald 検定)を行い、相談支援事

業者によるケアマネジメントを受けた利用

者の中で、どのような支援要素が有効なの

かを検討した。 

なお、サービス等利用計画を作成してい

るものについては、本研究の対象者となっ

ていたとしても、重症度などによって対象

者像が異なる可能性がある。そのためロジ

スティック回帰分析での説明変数に年齢や

性別などを加えたうえで、以下の基準で対

象者を 4グループに層別化して分析を行っ

た。すなわち①ICMSS(集中的ケアマネジメ

ントのスクリーニング尺度)得点が 1点以

上(グループ 1：ｎ=291,対象者全体の

71.1％)、②ICMSS 得点が 2点以上(グルー

プ 2：ｎ=269,対象者全体の 65.7％)、③

ICMS 得点が 1点以上かつ過去 2年間の入

院が 1週間以上(グループ 3：ｎ=106,対象

者全体の 25.9％)、④ICMSS 得点が 2点以

上かつ過去 2年間の入院が 2週間以上(グ

ループ 4：ｎ=102,対象者全体の 24.9％)の

4層である。 

ロジスティック回帰分析の結果、グルー

プ 1・グループ 2では基準の入院を抑制す

る説明変数として「社会参加系サービスの

利用量」(p < .05)、「外来受診時の同行」

(p < .05)、促進する可能性がある説明変

数として「サービス等利用計画作成導入時

会議での医療機関スタッフの同席」(p 

< .001)が有意であった。 

またグループ 3では基準の入院を抑制す

る説明変数として「社会参加系サービスの

利用量」(p < .001)、促進する可能性があ

る説明変数として「サービス等利用計画作

成導入時会議での医療機関スタッフの同

席」(p < .01)が有意であった。 

グループ 4では基準の入院を抑制する説

明変数として「社会参加系サービスの利用

量」(p < .001)、「介護系サービスの利用

量」(p < .05)「医療系サービスの利用

量」(p < .01)、促進する可能性がある説

明変数として「サービス等利用計画作成導

入時会議での医療機関スタッフの同席」(p 

< .001)が有意であった。 

 

(3)地域環境データを利用した地域特性と
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アウトカムの関連の検討 

 計画相談支援により障害福祉サービスを

利用することの効果を 1年間の入院日数減

少を主要評価項目として検証することが主

目的であるが，地域環境要因の違いによる

影響を正しく調整する必要がある。立森分

担研究では，この地域環境データを利用し

た分析について方法論を検討した。 

検討の結果、本研究班の研究計画におい

て地域特性を解析に組み込む目的は，主に

3つに分類されると考えられた。1つ目は

介入の効果を偏りなく推定するために，交

絡要因となっている地域特性の影響を排除

する目的である。2つ目は，地域特性が介

入の効果の修飾因子となっているかを検討

する目的である。3つ目は，地域特性その

ものとアウトカムの因果効果を推定する目

的であると整理された。 

 

(4)相談支援事業所の支援に関するプロセ

ス調査の項目開発 

本分担班の今年度の研究目的は、支援プ

ロセスに関する調査項目を精査し、調査ツ

ールを整備することであった。研究班内で

のミーティングや先行研究のレビューなど

を通して、調査ツールを開発した。実際の

調査ツールは、支援回数、支援開始前の連

携機関との協力体制、支援内容とエフォー

トの 3領域で構成される内容となった。支

援回数やエフォートについては、半期別に

データを入力する様式とし、収集されたデ

ータの分析際には、支援プロセスを時系列

的に検証することとした。 

 

(5)相談支援事業の役割に関する検討 ～

計画相談支援における再入院防止のための

工夫～ 

相談支援専門員への半構造化グループイ

ンタビュー調査を行った。なお、新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か

ら ZOOM によるオンライン型式で実施した

(2021 年 3 月 17 日)。 

グループインタビュー法における内容分

析及び記述分析方法を用い、質的分析を行

った。結果以下の 4つの大カテゴリーと、

それに属する中カテゴリーが抽出された。 

①精神障害者の相談支援で本人のかかり

つけ医療機関との連携の工夫や重視してい

ること。 

医療機関の特定のスタッフを【連携のキ

ーマン】を見つけて働きかけ、【情報共

有】を重視していることや【生活の視

点】を伝えている様子が語られた。 

②精神障害者の病状悪化時や再発時の対

応において、入院以外の方法とするために

留意していること。 

ここでは、必要な入院もあることや、

本人の気持ちを大事にして支援すること

が語られた。 

③精神障害者の再入院の防止のために必

要なサービスや仕組み等に関する意見。 

ここでは、緊急・救急時の対応を含

む、使いやすい【医療的なサービス】

と、地域生活において利用する【障害福

祉サービス等】、質の高い支援を担保で

きる【相談支援専門員の直接支援】が挙

げられた。 

④本調査に関する意見(自由に)。 

【地域特性の違い】【セルフマネジメ

ントの強化】【潜在的な課題へのシフト

チェンジ】など相談支援専門員としての

幅広い視点から自由な意見が出された。 

 

3)令和 3 年度の研究結果 

(1)相談支援事業者に対する支援プロセス

に関する 2次調査① 

対象者に対する支援プロセスに関する実

態の描写については以下の通りであった。 

総合支援法の給付対象となる支援だけでな

く、給付外の支援が総支援数の半数近くを占
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めていることが明らかになった。また、計画

相談支援では事業所外で行われている支援の

割合が事業所内より多く、アウトリーチ等の

支援が根づき始めていることの現れが示唆さ

れた。 

提供されている支援では 1 年目から 2 年目

になっても社会参加等の支援や危機状況への

介入で回数は増えていないが、支援の重点度：

業務労力が増えており、1 回にかかる支援の

労力が増していると推察された。 

医療との連携の項目の多くはまだ50〜60％

程度の実施率であった。特に主治医と直接連

絡を取ることへの難しさが伺え、病院窓口担

当者(ワーカーや外来看護師など)の仲介の役

割が重要であると考えられた。 

入院に関しては病状の悪化が最も影響して

いるが、本人の希望や生活上の問題も 60％近

く影響していた。緊急時・夜間や 365 日 24 時

間の支援があっても、入院の回避の可能性は

30％程度と低く、病状の悪化が起こるような

生活上の問題への対応を早い段階で行う必要

があると考えられた。 

 

(2)相談支援事業者に対する支援プロセス

に関する 2次調査② 

研究に協力した 42 ヶ所の相談支援事業

所を対象とし 18 歳〜64 歳の利用者 150 名

を対象とし、基礎属性・計画相談支援の導入

前後 2 年間の入院状況・利用者のケアニー

ズ(ICMSS 得点)・医療との連携(導入時・外

来・入院時の連携)等について記録の振り返

りによる後ろ向きによる調査で把握した。 

①計画相談支援の契約後 2 年間における

「9 週間以上の精神科医療機関への入院」

「非自発的入院」「非計画の入院」の発生を

基準として、これを目的変数としたロジス

ティック回帰分析(強制投入法)を行い、相

談支援事業者の医療連携のあり方が影響す

るかを検討した。また②医療連携のあり方

による 4 群を設定し、追跡 2 年間中の入院

週数が連携のあり方により異なるか、共分

散分析にて検討した。 

 ロジスティック回帰分析の結果、「外来

連携体制」は「9 週間以上の入院」(p 

=.029,OR=0.621)・「非自発的入院」(p =.003, 

OR=0.600) ・「 非 予 定 の 入 院 」 (p 

=.029 ,OR=0.638)を抑制していた。他方で

「導入時連携体制」は「9週間以上の入院」

(p =.004, OR=5.275),「非自発的入院」(p 

=.000, OR=5.141)について正の関係を示し

ていた(表 1)。 

共分散分析の結果、2年間の入院週数は連

携のあり方によって有意に差があり(p 

= .012)、多重比較の結果「導入時連携体制

多・外来連携体制少」の群は、2年間の入院

週数が最も多かった。(図 2) 

考察：本研究では外来の連携体制が充実

していると各種の入院アウトカムを抑制し

ている可能性が示唆された。他方で、導入時

の連携体制の充実は各種の入院を増やす可

能性を指摘している。計画相談支援におけ

る外来連携体制を臨床面・行政面ともに意

識・強化する重要性を示唆するとともに、導

入時の連携については「入院の適切な利用

なのか」「バックベッドに依存した地域ケア

なのか」2面性を意識する必要があると考え

られる。 

 

(3)地域環境データを利用した地域特性と

アウトカムの関連の検討 

 先述の研究 2)-②の分析を基盤として、地

域の環境や地域に存在する地域資源に関す

る変数を投入した形で、同じくロジスティ

ック回帰分析を行った。 

本研究では,具体的な地域資源の変数と

して，地域特性のデータソースとして，地

域精神保健医療福祉資源分析データベー

(ReMHRAD)に収載されている情報を用い

て、以下の 3変数を作成した。すなわち 

1．市町村の人口 10 万対入院者数(病院
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の所在地ベース，全年代，全期間，全診

断) 

2．市町村の人口 10 万対(精神科訪問看

護基本療養費を算定している)訪問看護

ステーション数(種別は全体) 

3．市町村の人口 10 万対介護・訓練等給

付事業者数(居宅介護，共同生活援助，

自立訓練(生活訓練)，就労移行支援(一

般型，資格取得型)，就労継続支援(A

型，B型),就労移行支援，自立生活援

助，就労定着支援の合計) 

の 3 つである。 

2)-②の解析同様、3種類の入院の発生

をそれぞれ応答変数にした多変数ロジステ

ィック回帰分析を行った。この分析に先述

した 3種類の地域資源量の変数を 1つずつ

加えた 3種類のモデルで解析した。つまり

3種類の応答変数×3種類の地域資源量の

変数の 9種類のモデルで多変数解析を実施

した。 

結果、予定されていない入院に対する入

院者数(人口 10 万対)を除いて地域資源量

のオッズ比が有意なものはなかった。また

このオッズ比もほぼ 1に近く大きな影響は

ないと考えられる。また，地域資源量を加

えても，入院の発生とどの入院連携体制の

変数が有意な関連があるかに変化はなく

(導入連携体制，外来連携体制，入院連携

回数の 3つのまま)，オッズ比も大きな違

いはなかった。 

対象者の特徴と医療連携状況と同時に地

域資源量を加えても，入院の発生と有意な

関連があった地域資源量の変数はほとんど

ないことが明らかになった。入院の発生の

予測に地域資源量が対象者の特徴と医療連

携状況で説明される以上の独自の情報は多

くはないと考えられた。 

 

(4)相談支援事業所の支援における医療機

関連携と関連要因 

 先述の研究 2)-②で使用した変数である

計画相談導入前・導入時の連携回数に関連

する要因を携、響する機関要因・職員要因を

探索的に検証することを目的として、相談

支援事業所のデータを分析した。 

これらのアウトカム変数に関連する機関

属性の変数と職員属性の変数について、多

変量解析を用いて分析した。 

3 つの連携時点に共通して連携回数と関

連する変数は、各年度における精神障害を

持つ利用数であった。導入時連携回数に関

連していた変数は、法人が地域活動支援セ

ン タ ー を 有 し て い る こ と (B=0.777, 

p=0.044)、そして職員が地域活動支援セン

ターのエフォートが多いこと (B=0.032, 

p=0.046)、あるいは介護福祉士の資格を有

していること(B=-1.329, p<0.001)であった。

外来時連携回数に関連していた変数は、法

人が地域活動支援センター (B=7.784, 

p=0.013) や グ ル ー プ ホ ー ム (B=7.397, 

p=0.011)を有していること、地域に参加可

能な自立支援協議会のその他の部会がある

こと(B=6.627, p=0.007)、連携可能な精神科

病院が多いこと(B=0.584, p=0.039)、職員が

介護福祉士の資格を有してること (B=--

5.810, p=0.002)、職員が委託相談(障害者相

談支援事業)(B=-0.150, p=0.013)や地域活

動支援センター(B=0.517, p<0.001)に多く

のエフォートを割いていること、職員が相

談 支 援 従 事 者 現 任 者 研 修 (B=-3.949, 

p=0.035)、各職能団体主催の研修(B=4.830, 

p=0.029) 、 職 場 主 催 の 研 修 (B=4.936, 

p=0.019)に参加していることであった。入

退院時連携回数については、地域に参加可

能な自立支援協議会があること(B=3.498, 

p<0.001)、特にその他の部会があること

(B=2.533, p=0.014)、専門職などの地域勉強

会があること(B=2.734, p=0.004)、連携可能

な 精 神 科 病 院 が 多 い こ と (B=0.260, 
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p=0.011)、そして職員の精神科医療機関で

の勤務年数が長いことが関連していた

(B=0.272, p=0.007)。考察では、多機関連携

の推進を可能にする自立支援協議会の在り

方や各種研修の内容などについての検証が

今後の課題になると提案した。 

 

(5)非自発的入院の防止に向けた相談支援

専門員と精神科医療スタッフの連携のあり

方に関するインタビュー調査 

 計画相談支援を担当する相談支援専門員

に対する調査結果をもとに「精神障害者に

よいアウトカムをもたらす支援や精神科医

療機関への働きかけ」に関する解析結果の

検証を目的として、一定の要件を満たす相

談支援専門員を対象とした半構造化グルー

プインタビュー調査を行った。インタビュ

ー協力者の許可を得てインタビュー内容を録

音し、逐語記録を作成してインタビュー協力

者に確認してもらった。その後、逐語記録か

ら質問項目に沿って「重要アイテム」を抽出

し、比較検討しながら類似する「重要アイテ

ム」をまとめ、「重要カテゴリー」に分類し

た 

①相談支援専門員を対象とした調査結果

を聞いた率直な感想 

支援導入時のケア会議は入院を抑制し

ていないという結果について、【入院の

捉え方】【医療の使い方】【意識の変化】

が語られた。 

②精神障害者の病状悪化時や再発時の対

応として入院を避けるための工夫 

 ここでは、入院を絶対悪であるとは捉

えていないものの、非自発的な入院を避

けるために相談支援専門員として実践し

ていることが述べられ、カテゴリーとし

ては【クライシスプラン】【外来連携】

【相談支援専門員の力量】に分かれた。 

③精神障害者の再入院の防止のために必

要なサービスや仕組み等に関する意見 

 ここでは、特に計画相談支援を担う相

談支援専門員が、医療的ニーズの高い精

神障害者を支援するにあたり必要と思わ

れるサービスや仕組みとして、【協議の

場】【報酬】【マネジメント】が挙げられ

た。 

④本調査に関する自由意見 

 総じて、中間解析結果に対しては納得

感が表明されたうえで、【人材育成】と

いう観点から研修の必要性と重要性が述

べられた。 

 

D．考察 

 本節では 3か年の研究結果から主たるエ

ビデンスについて考察を行う。 

1)令和 2 年度：相談支援事業者に対する 1

次調査①に関する考察 

実態調査 1からは計画相談支援の導入時

に医療機関のスタッフがケア会議に同席し

たのは 151 人(36.9％)で、サービス等利用

計画の内容を医療機関も知っていたのは

154 人(37.7％)など、すべての項目で 50％

を超えたものはなく、医療機関との連携が

進んでいない現状が明らかになった。       

また支援導入前 2年間の利用者のうち

135 人(33.0％)で 54 人(13.2%)の方が 1年

以上入院をしており、うち 40 人が 2年間

入院をしていたが、導入後 1年を超えたの

は 15 人(3.7%)であった。また総入院回数

は導入前 163 回、導入後 147 回と大きく減

ってはいないが、1人あたりの入院期間平

均は 15.2 週から 5.8 週と減少しており、

長期入院が抑制されている状況が示され

た。 

さらに計画相談支援導入後に総合支援法

に基づくサービスの多くで利用を増やして

いるが、特に居宅介護・自立訓練・就労継

続支援Ｂ型事業所の利用や、グループホー

ムの入居が増加し、医療に関わる支援では
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訪問看護が増加している(p<.000)。1 人あ

たりのサービス利用数・総量も増加してお

り、サービスの利用を促進している。 

障害福祉資源の利用や医療連携に着目し

て、それらが入院の抑制とどのように関連

しているかを明らかにした研究は本邦では

なく、こうした計画相談支援中の経過の実

態記述は重要な資料であると考えられる。 

 

2)令和 2 年度：相談支援事業者に対する 1

次調査②に関する考察 

本研究では 1次調査のデータをもとに医

療機関との連携とアウトカムの関連につい

の検証を行ったが、グループ 1～2につい

て「外来時の同行」は入院の抑制因子にな

っている他方で、グループ 1～4では導入

時会議でのスタッフの同席は、入院の促進

要因となっている。 

 「医療との連携」という言葉で整理され

る内容が、必ずしもアウトカムについて同

じ性質をもっているとは限らないことを示

している。外来受診時に相談支援専門員が

同行できることは、医療機関との日頃から

の良好な連携状況を示しており、入院の抑

制要因として働いているかもしれないこと

を、この時点で示唆したのが 1次調査の意

義であったといえる。他方で、導入時会議

でのスタッフの同席が入院の促進要因であ

ることは本 1次調査の時点からも予測され

てていた。 

 いずれにしても医療機関との連携が、入

院について促進的・抑制的に両方の方向性

で働く可能性について注視する必要性が本

1次調査の情報から得られたことは、令和

3年度の 2次調査にける医療連携に関する

調査項目を選定するうえで非常に示唆的な

結果であったといえる(そして本結果は 2

次調査でも支持される結果となった)。 

 

3)令和 3 年度：相談支援事業者に対する支

援プロセスに関する 2次調査① 

 令和 3年度に行った 2 次調査の結果(支援

プロセスの実態記述部分)については以下

の内容が考察される。 

(1)給付外支援の重要性 

2 次調査の結果、支援提供回数において

も、支援の重点度：業務労力割合において

も、その半数を給付外支援が占めているこ

とが明らかになった。このような支援の状

況からも、相談支援専門員が単にサービス

等利用計画を立てるだけでなく、直接支援

にその必要性を感じ行っていることがうか

がえる。しかし、直接支援は提供回数など

に差が大きく、頻回に直接支援を行う事業

所とそうでない事業所の差がように思われ

る。直接支援にも何らかの給付化など制度

的バックアップが求められる。 

(2)医療機関との連携と窓口担当者の役割 

医療機関との連携はいずれの項目も半数

を超える程度の実施率であった。主治医と

直接連絡や情報共有をすることが難しい状

況が見られ、病院の窓口担当者となってい

るソーシャルワーカーや心理士・看護師な

どがその仲介をする役割が必要となってい

る。密な連携を行うためには、外部との窓

口だけでなく、医療機関の中で医師を含め

たスタッフ間の情報共有などコーディネー

トを行って行く役割も担う必要がある。 

(3)地域生活の継続のために 

各入院の状況を尋ねたところ、病状の悪

化のみならず、本人が入院を希望たことが

入院選択の一つの理由となっていたり、生

活上の問題が影響している状況が明らかに

なった。これまでも、生活上の問題から病

状の悪化につながることは広く認識されて

おり、いかに生活状況を安定させる支援が

できるかが、入院を回避する重要な要件と

なることがあらためて示唆された。 

まずは病状を悪化させるような生活状況
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にならないための支援や、早い対応が可能

な医療との連携システムを構築することが

求められる。そのような地域の支援の基盤

として計画相談支援がより発展することが

求められている。 

 

4)令和 3 年度：相談支援事業者に対する支

援プロセスに関する 2次調査① 

(1)外来連携の重要性 

 精神障害のある利用者における計画相談

利用中の追跡 2 年間において「9 週間以上

の入院」「非自発的入院」「非予定の入院」の

有無をアウトカムとしたロジスティック回

帰分析の結果、、アウトカムの発生を抑制す

る方向に働いていたのは一貫して「外来連

携体制」の充実度であった。 

 精神障害のある人々、特にケアマネジメ

ントを要するようなニーズのある障害程度

が中～重度の人々は、しばしば生活状態や

病像が不安定となりがちであり、そのこと

が地域生活の安定性を脅かす。この点で、地

域の生活側において計画相談で利用者をモ

ニターしている相談支援専門員が、医療関

係者側と緊密な連携を取れる状態にあるこ

とは、生活・病状の変化を共有し、相互に連

携した体制を取れることが想定される。本

研究において、実際にそのような外来にお

ける連携体制の充実度が、入院週数という

アウトカムを低減させが示唆されたことは

大きい。 

(2)導入時連携の 2 面性と入院のもつ意味 

 外来連携が各種の入院関連アウトカムを

抑制する可能性を示した結果に対して、計

画相談の導入時の連携体制の充実度は、「9

週間以上の入院」「非自発的入院」に対して

一貫して正の関連を示している。すなわち

「導入時の連携体制が充実していた方が、

追跡中の各種の入院を増やす」という結果

になっている。 

 この結果を解釈するには 2 つの考え方が

あると考えられる。1つには「計画相談の導

入時に医療との連携が充実していると、病

変時に適切に精神科医療機関を利用できて

いる」という解釈である。導入時に支援の方

針を共有していることが、病変時への対応

をスムーズにし、入院利用を円滑に行えて

いるという解釈である。もう 1 つは「入院

時に医療との連携が充実していると、病変

時に地域ケアで支えるという体制が薄れ、

バックベッドを頼りに精神科への入院利用

が増える」という解釈である。 

病変時の精神科への入院の適切な利用は

必要なものだが、片方で精神科病棟を中心

としたケアを展開している可能性があるの

であれば、これは単純に肯定されるべきも

のでもない。計画相談支援を行う側も、また

医療者側も、「導入時の連携体制を整える」

実践が、入院を増やす可能性があることを

意識し、その入院が「適切な利用なのか」「本

人の意志にそった入院なのか」「安易な入院

依存になっていないか」、導入時連携の 2面

性を意識することが重要であると考える。 

(3)入院時連携と外来連携の在り方とアウ

トカムの関連について 

 2)の論点を考えるうえで重要なのは、本

研究の共分散構造分析の結果である。すな

わち「入院時の連携体制」「外来時の連携体

制」の組み合わせにより、追跡 2 年間の入

院週数に違いがあった(図 1)。 

 本分析では最も入院週数が有意に多いの

は「導入時の連携体制は多いが、外来連携体

制が少ない」タイプ 2 の群であった。片方

で「導入時にも外来でも連携体制少ない」タ

イプ 1群、「導入時には連携体制が少ないが、

外来の連携体制が多い」タイプ 3 群は入院

週数が有意に少ない。 

 入院週数がタイプ 2 で最も高くなった理

由は、事例の重篤度が高いと判断され「導入

時の連携」体制が組まれるとともに、今後の

予後や経過についての医療側・福祉側の注
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意意識が高まったにも関わらず、その後の

随時の「外来連携体制」が乏しかったかった

ため、実際に起きた病変時に「入院」で対応

したという可能性が考えられる。 

 「連携」という概念は単純化して考えらが

ちであるが、導入時の連携と、外来時の連携

では「入院」という事象に対して働いてる機

能が異なっていることを示しているのが本

研究の重要な視点である。 

特に「導入時だけ連携を行い、その後の連

携・フォローが少ない」タイプ 2 群では、

障害の重篤度を調整しても、多群に比較し

て入院が最も多いという結果となっている。

『導入時だけでなく、外来時の連携を充実

させ、フォロー体制を構築していくことが

重要である』というこの結果は、①臨床的に

連携のあり方・方向性を指し示すとともに、

②連携の中でも特に「外来時の連携を」評価

すべき、という方向性を示した意味でも重

要であると考えられる。 

(4)非自発的入院について 

 なお、導入時の連携体制の充実が仮に病

変時の適正な入院利用につながるとしても、

他方で「非自発的入院」も同時に増えている

という結果は、見過ごしてはならない。 

 片方で本研究では、「外来連携体制」の充

実は、非自発的入院に対しても抑制的に働

いている結果となっている。外来でのこま

めなフォロー体制を医療・福祉側ともに構

築していくことが、本人の異に沿わない入

院の発生を防いでいると考えられる。 

計画相談支援導入時に医療との連携を行

い必要時に入院が可能な関係性を構築する

だけでなく、(仮に入院がやむを得ないとし

ても)外来時の連携の中で利用者本人の状

況や意向を小まめに共有しながら非自発的

入院を防ぐことが重要であろう。 

 

4)令和 3 年度：地域環境データを利用した

地域特性とアウトカムの関連の検討 

 本研究では対象者の特徴と医療連携状況

と同時に地域資源量を加えても，入院の発

生と有意な関連があった地域資源量の変数

はほとんどなかったことから，入院の発生

の予測に地域資源量が対象者の特徴と医療

連携状況で説明される以上の独自の情報は

多くはないと考えられた。地域資源量を加

えても，入院の発生と導入連携体制，外来

連携体制，入院連携回数が有意な関連があ

ることに変化は生じず，それらの 3つの医

療連携状況のオッズ比の値も大きな変化は

なかったことから，吉田が報告書で明らか

にした入院の発生と医療連携状況の関係が

地域資源が違った地域でもある程度共通し

ているという前提で利用することができる

と考えられた。 

 

5)令和 3 年度：相談支援事業所の支援にお

ける医療機関連携と関連要因 

本分担班は、相談支援事業所の支援にお

ける医療機関連携の回数とその関連要因を

検証した。ここでは、導入時連携、外来時連

携、入退院時連携に共通して関連した要因

について考察を加え、その後、各連携時点に

分けて結果を考察する。 

導入時連携、外来時連携、入院退院時連携

に共通した関連要因は、各年度の利用者に

おける精神障害者数であった。この知見は、

精神障害者数が多い相談支援事業所が精神

障害者のニーズに対応した支援すると結果

的に連携回数が多くなるという関連性を示

しているとも考えられる。 

導入時連携回数に関連していた変数は、

法人が地域活動支援センターを有している

こと、そして職員が地域活動支援センター

のエフォートが多いことであった。地域活

動支援センターの活動は自由度が高く、精

神障害者にとって通所しやすいサービスの

一つであると考えられる。 

外来時連携回数に関連していた変数は、
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法人が地域活動支援センターやグループホ

ームを有していること、地域に参加可能な

自立支援協議会のその他の部会があること、

連携可能な精神科病院が多いこと、職員が

介護福祉士の資格を有してること、職員が

委託相談(障害者相談支援事業)や地域活動

支援センターに多くのエフォートを割いて

いること、職員が相談支援従事者現任者研

修、各職能団体主催の研修、職場主催の研修

に参加していることであった。 

特徴的な結果としては、自立支援協議会

のその他の部会と連携回数との関連が挙げ

られる。多機関連携という点において、自立

支援協議会の内容やプロセスなどは今後の

調査対象となると示唆される。また、研修に

ついては、各職能団体主催の研修や職場主

催の研修が正の関連を示したのに対して、

相談支援従事者現任者研修が連携回数と負

の関連を示した。各職能団体主催の研修や

職場主催の研修については、精神保健福祉

士協会の研修や精神障害者ケアを専門とす

る事業所の研修が含まれていたことが、連

携回数の多さと関連していた理由として推

測される。相談支援従事者現任者研修を受

けた職員において連携回数が少ない理由を

正確に指摘することは困難であるが、精神

障害者ケアや医療機関連携を促す研修内容

の再検討と阻害となる内容の特定は今後の

大きな課題になると予想される。 

入退院時連携回数については、地域に参

加可能な自立支援協議会があること、特に

その他の部会があること、専門職などの地

域勉強会があること、連携可能な精神科病

院が多いこと、そして職員の精神科医療機

関での勤務年数が長いことが関連していた。

地域連携の体制については、外来時連携と

同様の考察が可能であるが、入退院時連携

については、地域における機関横断的な専

門職勉強会も関連していた。日ごろから

様々な機関の職員が勉強会などを通して顔

の見える関係を築くことが連携回数の増加

につながる可能性を示唆している。また、職

員における精神科医療機関勤務の長さは、

医療機関の特徴などを把握していることで、

連携回数の増加につながったと考えられる。 

 

5)令和 3 年度：非自発的入院の防止に向け

た相談支援専門員と精神科医療スタッフの

連携のあり方に関するインタビュー調査 

相談支援事業所に関する 2次調査のメイ

ンの結果から外来連携の重要性が示唆され

たが、本分担研究で検討された「相談支援

専門員が外来連携を行ううえで重要なポイ

ント」として挙げられた項目を以下にまと

める。 

(1)入院を前提としないこと・本人の意思を

尊重した入院を重視すること 

相談支援専門員の価値観として、入院が全

て悪いという捉え方はされていないもの

の、本人が望まない(非自発的)入院の回避

が重視されている。具体的な回避策として

は、クライシスプランを本人の意思に基づ

いて作成することが有効であり、相談支援

専門員に求められる力量でもあることが示

唆された。また、仮に入院となる場合は本

人の意思を尊重し、病状を踏まえながら納

得感の得られるプロセスを経ること、入院

を含む精神医療を本人が主体的に活用する

ことを重視し、相談支援専門員はそのため

の力量を獲得することが必要である。 

(2)医療機関のスタッフとの関係構築 

医療ニーズの高い利用者に関しては支援導

入時から医療機関とのケア会議等を行い、

顔の見える関係性を構築することにより、

その後の日常的な外来時での連携のための

下地を作ることが重要である。 

医療機関の精神保健福祉士の仲介が期待さ

れており、本人に対する丁寧な説明や本人

の利用希望を前提としたうえで、院内外の

関係者に双方の役割や意義を説明すること
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が重要である。これができている医療機関

は相談支援専門員にとって連携しやすいと

述べられている。 

(3)制度活用の工夫 

計画相談支援は、医療ニーズは高いが障害

福祉サービスの利用頻度の低い精神障害者

に対してはかかわりにくい。 

これを克服するためには、入院時情報連携

加算の活用や、入院中から医療機関とのケ

ア会議等を行うなかで自立生活援助や地域

定着支援などのサービスを導入し、それに

よって計画相談支援のモニタリング頻度を

高めて利用者本人との対面の機会を増やし

たり、外来受診に同行する機会を作ること

などが有効である。また、医療機関におい

ても相談支援専門員との積極的な連携を促

進するために、診療報酬により評価される

療養生活継続支援加算など新設制度を活用

することが求められる。 

(4)研修機会の提供と人材育成 

ソーシャルワーカーである相談支援専門員

としての原点を確認し、また「連携の在り

方の意義づけ」や、最新の制度サービスに

関する情報を収集することが必要であり、

報酬制度を支援のための手段として駆使す

るためにも専門職としての研鑽が求められ

る。さらに、地域圏域における関係機関の

ネットワーク構築と、そのための顔の見え

る関係性を結ぶために職能団体や地域単位

で行われる研修の機会が重要である。 

 

6)総合考察 

本研究の目的は計画相談支援により障害

福祉サービスを利用した精神障害者が、リ

サーチクエスチョン①実際にいかなる障害

福祉サービスを利用しその結果どのような

アウトカム(精神科病院への入院日数等)の

状況にあるか(2020 年度の報告書に結果を

記載)、リサーチクエスチョン②よいアウ

トカムを出している利用者と困難な事例の

間にはサービス提供状況や地域環境要因に

いかなる違いがあるかを検討し、精神障害

にも対応した地域包括ケアシステムの構築

に向けた障害福祉サービス等の活用につい

てエビデンスに基づいた提言を行おうとす

るものであった。 

リサーチクエスチョン①については、計

画相談支援導入前 2年間に利用者のうち

135 人(33.0％)で 54 人(13.2%)の方が 1年

以上入院をしていたが、計画相談支援導入

後 1年を超えたのは 15 人(3.7%)であるこ

とや、1人あたりの入院期間平均は 15.2

週から 5.8 週と減少しており、長期入院が

抑制されている状況が示されたことなど、

計画相談利用前後の状況について基礎資料

が提供できたことは基礎資料の提供として

重要であると考えられる。 

さらに計画相談支援導入後に総合支援法

に基づくサービスの多くで利用を増やして

いるが、特に居宅介護・自立訓練・就労継

続支援Ｂ型事業所の利用や、グループホー

ムの入居が増加し、医療に関わる支援では

訪問看護が増加している(p<.000)。1 人あ

たりのサービス利用数・総量も増加してお

り、サービスの利用を促進していることも

明らかになった。 

リサーチクエスチョン②は本研究のメイ

ンの研究目的であるが、メインの調査であ

る相談支援事業者に対する 1次調査 2次調

査②(研究代表者吉田担当)の結果からは、

「外来の連携体制」が充実していること

が、各種の入院アウトカムを抑制する可能

性が示唆された。他方で、計画相談支援導

入時の医療との連携体制の充実は、各種の

入院を増やす可能性を指摘している。本研

究の目的である②よいアウトカムを出して

いる利用者と困難な事例の間にはサービス

提供状況や地域環境要因にいかなる違いが

あるか、については「外来連携」が重要で

あり、また計画相談導入時の連携について
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は 2面性に留意せねばならない、という一

定の解答を得ることが出来たといえるだろ

う。 

また立森分担班の研究結果からは、各種

の入院アウトカムについて、吉田「外来連

携の重要性」「導入時連携の 2面性」とい

う結果については、地域の社会資源や環境

の変数を投入しても大きな変化がなかっ

た。本研究で明らかにした入院の発生と医

療連携状況の関係が地域資源が違った地域

でもある程度共通しているという前提で利

用することができると考えられるだろう。 

なおアウトカムに影響を与えている点で重

要な「外来連携」に関連する事業所及びス

タッフの要因については、山口分担班でそ

の考察が加えられてた。特に外来連携回数

については、職員が相談支援従事者現任者

研修、各職能団体主催の研修、職場主催の

研修に参加していることが、正の関連を得

ている。本研究からは研修の内容を把握す

ることはできないが、外来連携については

「スタッフの意識や文化」が影響している

ことが類推されるため、今後、外来連携を

促進していくためには研修などの取り組み

の強化を検討することも考えられる。 

田村分担班からは、本研究結果を相談支

援専門員にフィードバックしたうえで、結

果の解釈と示唆についての考察を行った。

相談支援専門員の価値観として、入院が全

て悪いという捉え方はされていないもの

の、本人が望まない(非自発的)入院の回避

が重視されていることが明らかになった。 

本研究結果は「外来の連携」が入院および

非自発的入院を抑制する可能性が示唆され

たものの、導入時の連携は入院・非自発的

入院を促進するという結果が示されてお

り、「連携」や「入院」の意味を吟味しな

がら支援を行わなければ、本人の意向に沿

わない非自発的入院をいたずらに増やした

り、バックベッドを前提としたケアになり

かねない危険性も示している。 

相談支援専門員・また支援関係者は「利

用者の意志」を尊重することを前提とし、

自身の行う医療との連携や、入院を活用す

る意味を吟味しながら計画相談を行うこと

が重要であることを田村分担班からは提示

されている。 

総じて本研究では、計画相談支援のアウ

トカムを入院関連の指標に置いた場合に

は、①外来連携体制の充実が良好な予後に

影響している可能性が示唆されており、臨

床面・行政面ともに日頃の外来連携を意

識・強化する重要性を示唆するとともに、

②導入時連携については「入院の適切な利

用なのか」「バックベッドに依存した地域

ケアなのか」という連携がもたらす 2面性

を意識しながら支援を行う必要が示された

と考えられる。 
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図 1：研究デザイン 
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表 1 追跡 2年間における入院関連アウトカムに関するロジスティック回帰分析の結果まとめ 

† p<.10, * p<.05, ** p<.01, *** p<.001, 

  

  オッズ比 

  9 週間以上の入院 非自発的入院 非計画の入院 

  (n=144) (n=145) (n=145) 

基
礎
属
性 

年齢 0.967 0.973 1.019 

契約前過去 2 年間の入院週数 1.019* 0.988 1.017* 

ICMSS 得点 1.221 1.235* 1.160 

統合失調症か否か(1=統合失調症,0=他) 1.957 1.672 0.423 

性別(1=男.2=女) 0.616 1.078 0.702 

連
携
に
関
す
る
変
数 

導入時連携体制 5.275** 5.141*** 1.769 

導入時連携回数 0.738 0.952 0.875 

外来連携体制 0.621* 0.600** 0.638* 

外来連携回数 0.988 1.013 0.999 

入院時連携体制 0.890 1.241 0.995 

入院時連携回数 1.296*** 1.143* 1.141* 

 定数 0.012 0.004 0.047 



23 
 

図 2 導入時連携に関する情報収集内容(2 次調査調査票より) 

 

 

図 4 連携のあり方による追跡期間中の入院週数の差についての共分散分析の結果 (n=150) 

 

 

タイプによる入院週数の差 p=.012 

多重比較による群間差 タイプ 1 群・タイプ 2 群間の有意差 p=.010 

タイプ 2 群・タイプ 3 群間の有意差 p=.040 

 

  

1.2 ±5.7

15.3 ±20.4

2.3 ±5.2

8.7 ±15.8

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

タイプ1

導入時連携体制少・

外来連携体制少

(n=50)

タイプ2

導入時連携体制多・

外来連携体制少

(n=24)

タイプ3

導入時連携体制少・

外来連携体制多

(n=26)

タイプ4

導入時連携体制多・

外来連携体制多

(n=50)

追
跡
2
年

間
の

入
院

週
数
(週

)


